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序   文 
 

フィリピン共和国は、教育と訓練への投資を通じた人的資源開発を目指しており、「質の高い基礎

教育の普遍化」並びに「理数科教育の改善」が重要な課題として認識されている。 
このため同国政府は、学習課程（カリキュラム）の改訂や理数科教員の能力向上などにより、上記

の課題を解決していくことを図っており、特に理数科分野の現職教員研修の強化を目的とした技術協

力を我が国に対し要請して来た。 
これを受けて国際協力機構（JICA）は、2002 年 4 月より｢初中等理数科教員研修強化計画｣プロジ

ェクトを実施してきたところであり、同プロジェクトは、両国関係者の協力により、概ね順調に進捗

してきた。 
今般の終了時評価調査は、プロジェクト終了まで約 4 か月となった段階で、フィリピン共和国政府

関係機関とともに活動実績の確認や目標達成度の評価を行い、協力予定期間終了後の対応方針につい

て協議することを目的として、2004 年 11 月から 12 月に青年海外協力隊事務局田中清邦技術顧問を

団長として実施した。本報告書は、同調査団による評価結果等を取りまとめたものであり、今後の同

国への教育協力の展開に、更には他の国々における類似のプロジェクトの形成･運営に活用されるこ

とを願うものである。 
ここに、本調査にご協力をいただいた内外関係者の方々に深い謝意を表するとともに、引き続き一

層のご支援をお願いする次第である。 
 
平成 17 年 3 月 
 

独立行政法人 国際協力機構 
 人間開発部部長 末森 満 

 

 
 





プロジェクトサイト位置図 

・第 5 地域(Region V) 
（ビコール：レガスピ） 
・第 6 地域(Region VI) 
（西ビサヤ：イロイロ） 
・第 7 地域(Region VII) 
 （中央ビサヤ：セブ） 
・第 11 地域(Region XI) 
 （ミンダナオ：ダバオ）
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教員へのインタビュー（Region V） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 SBTP セッション（模擬授業）（Region V） 

 

 

 

 
  
  
  
  
  
 
 
 
 
SBTP セッション（模擬授業）（Region V） 



 
 
 
 
 
 
 
 
 

地域教育事務所 
副所長へのインタビュー 
(Region VI) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
西ビサヤ大学 RSTC（地域理数科訓練セ

ンター）所長へのインタビュー 
（Region VI） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ミニッツ署名 
（田中団長、アバド教育大臣） 

 



略 語 表 
 

BEE Bureau of Elementary Education, DepEd 教育省初等教育局 

BSE  Bureau of Secondary Education, DepEd 教育省中等教育局 

CPMT Central Project Management Team 中央プロジェクト運営チーム 

DepEd Department of Education 教育省 

DPMT Division Project Management Team 地区プロジェクト運営チーム 

HRDS Human Resource Development Service, DepEd 教育省人的資源開発サービス 

JICA Japan International Cooperation Agency 国際協力機構 

JOCV Japan Overseas Cooperation Volunteers 青年海外協力隊 

JY Japanese Yen  日本円（2004 年 11 月 17 日現在 1 円=
0.535 フィリピンペソ） 

NEAP National Educators Academy of the 
Philippines, DepEd 

教育省国家教育者アカデミー 

NEDA National Economic and Development Authority 国家経済開発庁 

P Philippine Peso  フィリピンペソ（2004年 11月 17日現在 1
ペソ=1.87 フィリピンペソ） 

PNVSCA Philippine National Volunteer Service 
Coordinating Agency 

フィリピン国家ボランティアサービス調

整庁 

RPMT Regional Project Management Team 地域プロジェクト運営チーム 

RSTC Regional Science Teaching Center 地域科学教育センター 

SBTP School Based Training Program 学校群運営教員再研修プログラム 

SDD-HRDS Staff Development Division - Human Resource 
Development Service, DepEd 

教育省人的資源開発サービス職員能力開

発課 

TEI Teacher Education Institute 教員養成機関 

 
 



評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：  フィリピン共和国 案件名：初中等理数科教員研修強化計画 

分野： 基礎教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

協力金額（評価時点）：約 2 億 6,300 万円（概算） 所轄部署： 人間開発部第一グループ（基礎

教育）基礎教育第一チーム  相手国実施機関：教育省 

（M/D）： 2002 年 3 月  日本側協力機関：JICA 
協力期間 

3 年間（2002.4.10‐2005.4.9） 他の関連協力： 

１‐１ 協力の背景と概要 

フィリピン政府は、教育と訓練への投資を通じた人的資源開発を重要視しており、「基礎教育マ

スタープラン〔1996‐2005〕」において「国家教育目標と具体的な目的」として「質の高い基礎教

育の普遍化」と「理数科教育の改善」を掲げている。特に理数科分野は教員が不足し、理数科教員

養成・新規採用研修の経験を持たない専門外教員が多いことから指導技術不足であり、国際的にも

フィリピンの理数科達成度は常時下位であるため、理数科学習課程（カリキュラム）及び理数科教

員養成の改善を目指している。 
このような背景のもと、我が国は各種協力スキームを組み合わせた理数科教育パッケージ協力

（1994‐1999）を実施してきたが、同協力のフォローアップ（1999 年 6 月～）として、個別専門

家 3 名及び青年海外協力隊（JOCV）チーム派遣により、理数科教員の質の向上を図るための「学

校群運営教員再研修プログラム（SBTP）」をパイロット 3 地域（第 5・6・7 地域）で開始した。初

等・中等学校の数校からなる学校群（クラスター）が現存の教育資源を活用し、主体的かつ定期的、

継続的（低コスト）に行う、学校現場への適応と授業への直接寄与を重視した教員再研修プログラ

ムが展開された。 
同パイロット・プログラムについては、その効果が確認されたことから、2000 年 12 月、フィリ

ピン教育省側から我が国に対し、SBTP の定着と拡大に係る技術協力の要請がなされ、2002 年 4 月

10 日から 3 年間の予定で「フィリピン初中等理数科教員研修強化計画」が開始された。 
 
１‐２ 協力内容 

（１）上位目標 

理数科基礎教育における生徒の能力が継続的に向上する。 
 
（２）プロジェクト目標 

初等中等教育において生徒中心の授業を行うための理数科現職教員の授業構築力・教科指導力

が向上する。 
 
（３）成果 

SBTP の運営管理体制が整備される。 
SBTP の研修内容が充実する。 
SBTP が実施されてきた地域で、新しいクラスターに SBTP が普及する。 
SBTP が実施されていない地域で実施される。 



（４）投入（評価時点・一部確定した予定を含む） 

＜日本側＞ 

長期専門家派遣 3 名   研修員受入 10 名   
短期専門家派遣 4 名   

予定を含み 5 名 
機材供与 
（基本的理数科機材） 

19,300 千円 

協力隊員派遣 25 名   現地業務費 19,400 千円 
 

＜相手国側＞ 

カウンターパート

配置 
中央マネジメントチーム 9 名 
地域マネジメントチーム 32 名 
（V=8名、VI=7名、VII=8名、XI=9名）

地区マネジメントチーム 117 名

ローカルコスト負担 

・第 5 地域 3 名×13 地区 
・第 6 地域 3 名×10 地区 
・第 7 地域 3 名×7 地区 
・第 11 地域 3 名×9 地区 

（2005 年までの 3 年分） 
7,850 千ﾍﾟｿ 

２．評価調査団員の概要 

調査者 団長／総括 田中清邦  JICA 青年海外協力隊事務局事務局 技術顧問 
教育協力  小泉高子  JICA 人間開発部第一グループ 基礎教育第一チーム 
評価分析  鶴田伸介  株式会社 地域計画連合  

調査期間 
2004 年 11 月 30 日～2004 年 12 月 10 日 
（コンサルタント団員は 11 月 21 日～12 月 10 日）

評価の種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３‐１ 実績の確認 

本プロジェクトの主な実績は以下のとおりである。 
（１）SBTP の運営管理体制の強化 
教育省・地域教育事務所・地区教育事務所の各レベルの役割分担に基づき、フィリピン側主導に

よる SBTP の計画・実施・モニタリングが実施されるようになった。また 2003 年に初版が作成さ

れた SBTP 実施マニュアルも、フィリピン側により改訂作業が進められ、2004 年に改訂版が完成し

た。 

（２）SBTP の研修内容の充実 

授業案のライティングワークショップやトレーナー研修が毎年実施され、SBTP 準備のためのト

レーナー会合が毎月開催されるようになった。また各地域においてセッションガイドや授業案のモ

デルが作成され、上記の SBTP 実施マニュアル改訂版に盛り込まれた。SBTP 参加教員は、SBTP
を通じ、指導教材の作成手法や活用方法を習得している。実際の授業に応用する際には実験器具の

不足が生じることがあるが、身の回りの材料を工夫・活用した対応を協力隊員などが支援している。

（３）SBTP の地理的拡大 
本プロジェクト開始以前から SBTP を試行していた地域（第 5、6、11 地域）並びに本プロジェ

クトにおいて SBTP を新規導入した地域（第 7 地域）のそれぞれについて、SBTP は目標を上回る



順調な拡大を見せ、2004 年 12 月現在、プロジェクト対象 4 地域の合計で 61,453 人の初中等理数科

教員が毎月 1 回参加する研修プログラムに発展した。このうち、初等教員（51,827 人）の割合は、

全国初等教員（約 37 万人）の 14％相当に達している。また第 7 地域への SBTP 導入プロセスを通

じ、中央マネジメントチームの普及能力が向上した。 
 
３‐２ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

「中期フィリピン開発計画（2004 年～2010 年）」、「全てのフィリピン国民のための教育 2015 年

計画（案）」では、教員の能力向上、現職教員研修の必要性が強調されている。また新長官は、保

護者を始めとするより広い関係者を教育に巻き込む「学校第一イニシアティブ」を打ち出しており、

教育の高次の機関への過度の依存からの脱却と学校の課題に自ら取り組むことができるように学

校自体の能力を強化することを意図している。同イニシアティブは SBTP の考え方と軌を一にして

おり、本プロジェクトの妥当性は高いと言える。 

（２）有効性 

プロジェクト目標は達成されつつある。2004 年に実施したエンドライン調査の暫定結果による

と、全ての指標が目標値を達成するまでには至っていないものの、教具の使用状況が目標値を上回

るなど改善がみられているほか、SBTP 校では非 SBTP 校と比べ生徒の思考を促す教員の発問の割

合が増加している。これらのことから、SBTP 研修に教員が継続的に参加することにより彼らが行

う授業に変化が生じつつあると言える。 
また、質問票調査結果による生徒の意識に関する変化には地域的なばらつきがある。第 5 地域で

は総じて改善が見られる。第 6 地域と第 7 地域ではすべての項目で肯定的な結果となっているわけ

ではないが、大部分の項目において非 SBTP 校より良好な結果となっている。このことは教員の向

上が生徒の向上に行き届くにはより長期間が必要であることを示唆している。 
さらに、プロジェクト関係者（指導主事、教員自身、専門家、協力隊員）に対する質問票調査や

インタビュー調査の結果、これら関係者はプロジェクトを通じて教員の知識と技術が向上しつつあ

ると考えていることが確認された。 

（３）効率性 

本プロジェクトは既存資源を活用する方針を徹底しているので、研修コストは他の類似プロジェ

クトに比べても低い。毎月 1 回、各クラスターで実施される研修はクラスター内の学校を会場とす

るので施設代が不要であるほか、比較的近距離の移動のため交通費は参加教員の自己負担としてい

る。 

（４）インパクト 

SBTP の効果が生徒に行き届くまでにはより長い期間を要すると見られているものの、対象地域

において見られている生徒の学力向上には SBTP の寄与があると考えられている。上記 3-1 のとお

り、本プロジェクトの実施を通じてフィリピン側人材の SBTP 運営能力は向上しており、またマニ

ュアル等も整備された。従って今後これらの成果を活用し、かつ質的向上に留意しながら SBTP を

継続的に実施し、教員の指導力をさらに高めることにより、上位目標が達成されると予想される。

また、ほかの主要なインパクトとして、SBTP アプローチの他の学科への導入、プロジェクト対象



地域以外への SBTP 研修の地理的拡大、教育者のネットワークの形成があげられる。 

（５）自立発展性 

① 制度面 

教育省は教員への有用な知識と技術の提供を継続する意向であり、SBTP の活動は現在の発展

の機運を引き継いで持続されると考えられる。また 2004 年 9 月に就任した教育長官が提唱して

いる「学校第一イニシアティブ」は教育の実施における責任を現場に分散することを強調してお

り、SBTP と基本的な考え方を共有している。従って同イニシアティブが具体化される際には、

SBTP のアプローチがさらに脚光を浴びると期待される。 

② 財政面 

教育省からの最小限の資金支援で SBTPを持続していく方策を追求することが求められている

が、この方向は従来から SBTP が保持してきた基本的な考え方と一致するものであり、自立発展

を阻害する大きな要因とはならない。教員に加えて、学校、保護者・教員・コミュニティ団体

（PTCA）、コミュニティ、地方自治体による SBTP への貢献が期待されている。 

③ 技術面 

現在、SBTP 参加者はすでに活動を維持する能力を習得している。ただし、学科内容、指導技

術、それらの授業での実践という面で SBTP の質を一層高めるためには監督とモニタリングが鍵

となる。適切なモニタリングや学校運営のための指導主事や校長の能力強化が求められている。

加えて、教育大学教官など科目教育の専門家による教員への助言も、さらに確保する必要がある。

 
３‐３ 効果発現に貢献した要因 

本プロジェクトの効果発現に貢献した主な要因として、以下が挙げられる。 
（１）計画内容に関すること 

• 以前のパッケージ協力からの有益な教訓が日本側とフィリピン側の参加者に共有された。 
• 学校を会場とする参加型アプローチによって必要コストが低減された。 

（２）実施プロセスに関すること 

• フォローアップ期間中の活動が本プロジェクトを先導し本プロジェクトに引き継がれた。 
• 日本側関係者は支援的役割を演じ、フィリピン側の各レベルのカウンターパートチームが主

体性を発揮した。 
• 多くの教員が自分の能力向上に対して動機・意欲を持っている。 
• 第 6 地域の西ビサヤ国立大学の地方理科教育センターを始めとして教員養成機関からの支援

があった。 
• 日本人専門家が日本と途上国の両方で教育の経験を持っている。 

 
３‐４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

• 指導主事や校長のモニタリング・管理能力はなお強化する必要がある。 
 



（２）実施プロセスに関すること 

• 教育事務所において、職員の引退によって空きとなった職位は、予算制約により必ずしも充

当されていない。 
• 学校施設、器材、教材は改善する必要がある。 
• 教育事務所から遠隔地にあるクラスターのモニタリングには金銭的・時間的コストが必要と

なる。 
• 模擬授業の準備に相当の時間がかかる。 

 
３‐５ 結論 

以上の評価結果に基づいて、フィリピンと日本の評価チームは、本プロジェクトが SBTP 活動を

拡大し、教員の能力向上に貢献し、成功裡に実施されたとみなしている。妥当性及び効率性が高く、

プロジェクト対象教員が生徒を中心にした授業を行うための計画力・指導力の向上に貢献した。フ

ィリピンの教員の状況やニーズを踏まえた研修の運営形態はフィリピン側により維持・拡大がしや

すく、運営技術や財政面を中心とした自立発展性は高いと言える。 
 
３‐６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

＜短期的取り組み事項（プロジェクト期間中への提言）＞ 

（１）教育省が SBTP 実施の継続を保証する体制を確立する省令を発令する 
SBTP の平日開催に係る文書的根拠は 2000 年（パッケージ協力フォローアップ実施中）に発出さ

れた教育大臣から関係地域教育事務所長あてのメモランダムであり、省令レベルではない。従って、

今後の持続的な SBTP の実施を確保するためには省令化すべきである。 

（２）教育省が SBTP の実施を担当する指導主事研修を開始する 

指導主事は教科内容や指導技術の面で SBTP研修の準備や実施段階において参加教員を指導する

立場にある。そのため、今後、SBTP の質的向上を図るにあたり、指導主事の能力強化が必要と考

えられる。 

（３）教育省が 2007 年までの協力隊の活動を含む SBTP 活動計画を立案する 
本プロジェクトの終了後も、協力隊員については現場レベルの技術支援のため 2007 年まで SBTP

支援のために派遣される予定であるところ、教育省中央マネジメントチームが中心となって 2005
年から 2007 年の SBTP 活動計画を早期に策定する必要がある。 

（４）全地域からの参加のもと 2004‐2005 年度年度末実績報告会を開催する 
プロジェクト最後となる年度末実績報告会は、プロジェクトで得られた成果や教訓を広く共有し

て更なる普及の足がかりとなるよう、全地域を招待して開催することが適切である。 

（５）第 6 地域教育事務所と西ビサヤ大学が協力覚書を締結する 
プロジェクト期間中に第 6 地域で見られた教員養成機関（大学）と SBTP との連携は、教員養成

と現職教員研修の双方にメリットのある協力関係といえる。特に SBTP の質を現地リソースにより

安定的に確保する観点から、この協力関係を早期に文書合意すべきであると考えられる。 
 



＜長期的取り組み事項（プロジェクト期間終了後への提言）＞  

（１）教員指導のための指導主事と校長の研修 

SBTP が拡大し教員の能力が向上するに伴い、次なる課題として教員研修のリソースパーソンで

ある指導主事の能力向上が求められる。 

（２）教員養成機関との協力強化 

SBTP の質的向上には、教員養成機関からの支援や技術的助言も有効である。プロジェクト実施

期間中に第 6 地域で見られたような教員養成機関との協力関係を他の地域でも模索し、将来的には

各地域と域内の主な教員養成機関が合意覚書を交わすことにより、教員養成と現職教員研修のパー

トナーシップを強化し、ひいては包括的な教師教育の実現に資することが期待される。 

（３）学校ごとの運営強化 

学校運営における校長の役割は決定的に重要であり、さらに校長は SBTP 参加教員の支援・モニ

タリングの役割も持っている。教育省が「学校第一イニシアティブ」を打ち上げた現在、校長の運

営能力やリーダーシップの強化を図る必要がある。 

（４）学校と保護者・コミュニティとの連携強化 

学校が真に生徒のために機能するには、保護者やコミュニティの理解と協力が必要であり、学校

は施設を保護者やコミュニティに開放し、授業参観日を設けるなどによって教員が生徒に接する日

常の姿を公開すべきである。生徒を教育することは教員や保護者にとっての学習過程でもあり、

SBTP はこうした学習過程の基礎を確立する継続的なプログラムである。したがって学校とコミュ

ニティや保護者が学校の直面する課題や懸案事項をともに検討し解決にむけて努力することが推

奨される。 
 
３‐７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運

営管理に参考となる事柄） 
（１）既存資源の有効活用 

従来フィリピンではほとんどの現職教員研修は継続的なものではなく、また多額の予算が必要と

考えられていたが、本プロジェクトはこうした考えに挑戦し、学校を会場として教員同士が授業研

究会を行う形式により、多額の予算なしに継続的な専門性向上機会の提供が可能であることを示し

た。近隣の学校をクラスター化し学校での研修を持ち回り開催する形式は、学校数が多く学校間の

移動が比較的容易なフィリピンの初中等レベルに適していた。ただし、他の国々や異なる教育レベ

ルの教員研修への適用を検討する場合には、当該地域における学校の分布状況や交通手段などに十

分留意する必要がある。 

（２）実際的で柔軟な研修内容 

これまでフィリピンで実施された現職教員研修の多くは、中央レベルで内容と研修教材を考案し

ており、現場の教員がこれらの教材を地方の状況に適合することが困難であった。本プロジェクト

では、各地区で研修ニーズ分析を実施し、各クラスターの教員が自ら研修課題を選定した。これに

より教員のニーズへの対応が可能となり、彼らの参加意識を高める効果もあった。なお他の案件へ

の適用を検討する場合には、当該国の教育セクターにおけるカリキュラムや研修内容に関する地方



 

分権の度合いなどを考慮する必要がある。 

（３）教員研修への多様な関係者の巻き込み 

本プロジェクトは、教員、コミュニティ、大学などといった多様な関係者の関係・連携強化に寄

与した。SBTP 開始の際には、当該地区やクラスターは地方自治体、保護者を広報普及プログラム

に招き、彼らの理解と支援を獲得している。地方自治体によっては教育環境の向上のために学校に

機材や教材を提供している。学校と教員養成機関の教員や学生との連携は両者に利益をもたらすも

のであり授業での指導・学習の改善に貢献する。 

（４）専門家と協力隊の役割分担と連携 

本プロジェクトでは、専門家と協力隊の連携が概ね円滑に進んだが、その要因としては、明確な

役割分担（専門家とシニア隊員が中央／地域レベルで研修運営を、協力隊員は地区と学校レベルで

技術（指導法や学科内容）を支援）、プロジェクトデザイン（地方・学校レベルの教育改善を目指

したボトムアップ型）、SBTP に対するフィリピン側の活発なイニシアティブ、隊員経験のある専門

家人材、などがあげられる。他案件において専門家と協力隊の連携を検討する場合には、上記の項

目について検討し、プロジェクトの目的・実施体制が専門家だけでなく協力隊にとっても理解・賛

同しやすく積極的な参加を促す設計となっているかについて留意する必要があろう。 

（５）教員の能力評価の多面的アプローチ 

本プロジェクトでは、プロジェクト目標である教員の指導力の質的変化を評価するために第三者

（現地の大学）への委託による調査をプロジェクト開始当初と終了前の 2 回にわたり実施し、結果

を比較した。これは、一般に定量的評価が難しいといわれる教育分野においてプロジェクトの有効

性を客観的かつ定量的な手法で評価する試みであり、類似案件の参考事例となるであろう。 
一方でこうした第三者評価には制約もある。第一に、経費や分析に要する時間などの理由から開

始時と終了時以外の時期に行うことが困難であり、プロジェクト期間中における目標達成へ向けて

の進捗状況を段階的に把握するには適していない。第二に、外部委託のためプロジェクト終了後に

C/P が同じ手法を用いて評価を継続することが難しい。さらに、今回の調査で見られた実施時期の

違いによる影響なども留意する必要がある。 
以上のことから、今回のプロジェクト評価で使用したような第三者評価は今後の協力でも検討の

価値はあるものの、同時に、プロジェクトのモニタリングデータなど実施者自らが目標達成プロセ

スの進捗を測れる指標も併用し、その結果を総合的に活用することが望ましいと考えられる。 
 

以 上
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